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東京都中小企業団体中央会 

 

第１ 監査対象の概要 

 １ 事 業 の 内 容 

 （１）事 業 の 概 要 

東京都中小企業団体中央会（以下「中央会」という。）は、中小企業等協同組合法（昭和２ 

４年法律第１８１号）に基づき、昭和３１年１月に設立された法人で、都内における中小企業

等協同組合、協業組合、商工組合、商工組合連合会、商店街振興組合及び商店街振興組合連合

会（以下「組合等」という。）の健全な発達及び中小企業の振興を図ることを目的として、主

として次の事業を行っている。 

      ア 組合等の組織、事業及び経営の指導並びに連絡 

      イ 組合等の設立指導 

      ウ 組合等の指導者の養成 

      エ 講習会、研究会及び講演会の開催 

 

 （２）都 と の 関 係 

        都は、中央会に対し、表１の補助金について、表２のとおり交付している。 

 

 （表１）平成１４年度補助金名、交付目的及び補助率等 

補助金名（交付要綱） 交 付 目 的 補助率（負担割合）等 
中小企業経営資源強化対策費等補助金 
（東京都中小企業経営資源強化対策費等補

助金交付要綱） 

中小企業の経営資源の確保

等の支援 

・中小企業連携組織調査 
開発等支援事業等2事業： 

2/3以内（国及び都各1/3）

・中小企業連携組織交流 
促進事業：10/10以内（国

及び都各1/2） 
中小企業連携組織対策事業費補助金 
（東京都中小企業経営資源強化対策費等補

助金交付要綱） 

中小企業連携組織の推進並

びに中小企業団体の育成及

び指導の促進 

・指導員及び職員の設置 

10/10以内(都単独) 

・地域産業実態調査事業、

組合等への情報提供事業

等1０事業：10/10以内（国

及び都各1/2）  

 
組織強化事業費補助金 
（東京都組織強化事業費補助金交付要綱） 

役職員及び組合員の資質向

上等 
・講習会、組合自主研修補

助、情報管理室賃借料： 

１/２以内（都単独） 
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 （表２）補助金交付実績 

                                              （単位：千円） 

補 助 対 象 事 業 費 及 び 補 助 金 交 付 額 

平 成 １３ 年 度 平 成 １４ 年 度 種      別 

補助対象事業費  補助金額  補助対象事業費  補助金額  

中小企業経営資源強化対策費補助金 30,513 18,585 23,687 19,485 

中小企業連携組織対策事業費補助金 353,671 314,512 337,985 305,633 

組 織 強 化 事 業 費 補 助 金 10,561 4,820 8,968 4,336 

      合        計 394,754 337,917 370,640 329,454 

 

 ２ 組   織 

中央会は、事務所を中央区銀座二丁目１０番１８号に置き、役員１０４名（会長１名、副会長

６名、専務理事１名、常任理事２３名、理事７０名、監事３名（非常勤役員１０１名））及び職

員４９名で構成されている。 

なお、中央会の会員数は、２，１６８組合である（中小企業等協同組合２、０７５組合、協業

組合１５組合、商工組合５８組合、その他２０組合）。 

 

第２ 監査の範囲及び実地監査期間 

  １ 監 査 の 範 囲 

   平成１３年度及び平成１４年度の補助事業について実施した。 

 ２ 実地監査期間 

  （１）産業労働局   平成１５年１０月９日及び１７日 

  （２）中 央 会   平成１５年１０月１０日及び１６日 

 

第３ 監 査 の 結 果 

  １ 事業実績について 

平成１３年度及び平成１４年度における補助事業の主な実績は、表３のとおりであり、事業は、

補助目的に沿って適正に執行されている。 
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（表３）主な事業実績 

平成 １３ 年度 平成 １４ 年度 

事業名 事 業 実 績 事業名 事 業 実 績 

中
小
企
業
経
営
資
源
強
化
対
策
事
業 

１  中小企業連携組織支援事業 
 ・個別専門支援事業 
  テーマ別支援        ４４回 
  組合別支援    １０組合 延６０回 
 ・組織化集中指導事業 
  組織化支援    ２グループ ６回 
  活性化支援   ６組合 延べ２０回 
２ 中小企業連携組織調査開発等支援事業 
 ・活路開拓ビジョン調査事業（活性化枠) 
                ３組合 
 ・活路開拓ビジョン実現化事業  

   ２組合 
 ・組合自主研修への助成   １４組合 
３ 中小企業連携組織交流促進事業 
    組合青年部交流会等       ６回 

中
小
企
業
経
営
資
源
強
化
対
策
事
業 

１ 中小企業連携組織支援事業 
  ・個別専門支援事業 
    テーマ別支援         ４４回 
    組合別指導    １０組合 延６０回 
  ・組織化集中支援事業 
    組織化支援    ２グループ ７回 
    活性化支援    ６組合  １８回 
２  中小企業連携組織調査開発等支援事業 
  ・活路開拓ビジョン調査事業（活性化枠) 
                 ３組合 
  ・活路開拓ビジョン実現化事業 

   ２組合 
・組合自主研修への助成    １４組合 
３ 中小企業連携組織交流促進事業 
    組合青年部交流会等         ６回 

中
小
企
業
連
携
組
織
対
策
事
業 

１  指導員等の設置             ４２人 
２ 地域産業実態調査事業 
 ・労働事情実態調査 
 ・商工組合実態調査 
３ 中小企業活路開拓調査・実現化事業 
 ・労働環境改善フィージビリティ調査事
業                         １組合 

 ・活路開拓ビジョン調査事業（一般枠） 
                             ２組合 
４ 組合等への情報提供事業 
 ・情報誌「中小企業施策のあらまし」の
発行                  ２,８００部 

５ 外国人研修生技能実習移行指導事業 
                       ４４人 
６ 中小企業団体情報連絡員の設置 
                   １５０人 
７ 中小企業情報創造発信強化支援事業 
 ・ホームページ開設等 

中
小
企
業
連
携
促
進
支
援
事
業 

１  指導員等の設置             ４２人 
２ 地域産業実態調査事業 
 ・労働事情実態調査 
 ・中小企業景況調査 
３ 中小企業活路開拓調査・実現化事業 
 ・労働環境改善フィージビリティ調査事
業                          １組合 

 ・活路開拓ビジョン調査事業（一般枠） 
                        ２組合 
４ 組合等への情報提供事業 
 ・情報誌「中小企業施策のあらまし」の
発行                  ２,７００部 

５ 外国人研修生技能実習移行指導事業 
                       ５２人 
６ 中小企業団体情報連絡員の設置 
                   １５０人 
７ 中小企業情報創造発信強化支援事業 
 ・ホームページ開設等 

組
織
強
化
事
業 
１ 組合職員長期講習会        ２講座 
    開催日数              １７日 
     出席人数           １，２３３人 
２ 組合自主研修補助（３０人以下の組合
対象） 
  研修実施      １４組合 延べ３３回 
   出席人数                 ４３６人 
３ 組合情報システム導入に伴う情報管理
室の設置 

組
織
強
化
事
業 

１ 組合職員長期講習会          １講座 
    開催日数              １５日 
     出席人数             ９４７人 
２ 組合自主研修補助（３０人以下の組合
対象） 
  研修実施      １０組合 延べ２０回 
   出席人数                  ４５８人 
３ 組合情報システム導入に伴う情報管理
室の設置      

 


